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税制改正 

企画財政部、所得税法施行令等 5 つの施行令を改正 
 

企画財政部は今年度の各種の対策で既に発表した内容等に関する後続措置として、所得税法施行令等 5 つの施行令を改正すると明らかにしまし

た。施行令改正案は立法予告（2024 年 9 月 12 日～10 月 22 日）、次官会議・国務会議等の手続きを経て 2024 年 11 月中に公布・施行され

る予定です。 

 

主な内容は以下の通りです。 

 

主要内容 

 

 

█ 所得税法施行令 

○ 共生賃貸住宅譲渡所得税の特例適用期限の延長（所得税法施行令§155 の 3） 

＜内容＞共生賃貸住宅譲渡所得税の特例適用期限を２年延長（2026 年 12 月） 

＜必要性＞チョンセ（保証金）・ウォルセ（家賃）市場の安定のための支援 

 

█ 法人税法施行令 

○ 公共賃貸住宅の建設事業者に土地を譲り渡す時、追加の課税を除く（法人税法施行令§92 条の 2④） 

＜内容＞法人が公共賃貸住宅の建設事業者に土地を譲り渡す時、譲渡差益による法人税の追加課税（10%）を除く適用期限を 3 年

延長（2027 年 12 月） 

＜必要性＞庶民・中産層の住居安定のための公共賃貸住宅の供給支援 

 

█ 租税特例制限法施行令 

○ 中小企業の卒業猶予期間の拡大（租税特例制限法施行令§2） 

＜内容＞企業の成長を支援するために売上高が中小企業の規模基準を超えても、税制上で中小企業として優待を受けることのできる猶予

期間 3 年 ⇒ 5 年に拡大（コスピ・コスダック上場の中小企業は 7 年） 

＜必要性＞2024 年に中小企業の規模基準を超えた企業にも猶予期間の延長優待を適用するために今年中に改正必要 

 

█ 付加価値税法施行令 

○ 正月・秋夕に会社が社員に支給する財に対して付加価値税の非課税を適用（付加価値税法施行令§19 の 2） 

＜内容＞正月・秋夕に会社が社員に支給する財に対してはその他の福利厚生と別途に付加価値税の非課税を適用（最大 10 万ウォン） 

＜必要性＞勤労者に対する企業の福利厚生活動の支援、秋夕をきっかけに贈り物の財に対する消費の促進（今年の秋夕から適用） 

 

█ 総合不動産税法施行令 

○ 小型の新築住宅（非マンション）の総合不動産税の重課住宅数除外特例の適用期限の延長（総合不動産税法施行令 §4 の 3） 

＜内容＞新築小型住宅を購入する場合、総合不動産税が重課される住宅数から除外する期間を 2 年延長（2027 年 12 月） 

＜必要性＞供給が萎縮している非マンションに対する税制支援 
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例規・判例 

【企画財政部】当初、無形資産に計上した開発費を減額し、前期誤謬修正損失に計上した場合の損金算入方法 

（企画財政部法人税制課-461、2024.8.14.） 

 

▣ 質疑 

当初、無形資産に計上した開発費を減額し、前期誤謬修正損失に計上した場合の損金算入方法 

 

回答 

 

 

法人が企業会計基準による開発費の要件を全て満たした支出額を財務諸表に開発費として計上したが、その後開発費を減額して前期誤謬修

正損失に計上した場合、減額した開発費は法人税法施行令第 31条第 8項により減価償却費として損費に計上したことと見て、法人税法第 23

条第 1 項を適用することである。但し、当該開発費が当初認識時点の企業会計基準による開発費の要件を満たしているか否かは事実判断する

事案である。 

 

 
 

【国税庁】統合投資税額控除の追加控除額を計算する時、「直近 3 年間の年平均投資金額」に工事負担金が含まれる

か否か 

（書面-2023-法規法人-2757、2024.3.19.） 

 

▣ 質疑 

統合投資税額控除の追加控除の時、該当課税年度の投資金額から差し引く「直近 3 年間の年平均投資金額」に工事負担金が含まれるか否か 

 

▣ 事実関係 

– 質疑法人は熱・電気を供給する集団エネルギー事業者であり、「集団エネルギー供給施設への投資金額」について統合投資税額控除を適用して

いる 

– 質疑法人は 「集団エネルギー事業法」第 18 条により熱・電気エネルギーの使用者から「集団エネルギー供給施設への建設費用の一部（工事負

担金）」を受け、グループエネルギー供給施設の投資に支出した 

 

回答 

 

 

2022 課税年度以後、「租税特例制限法」第 24 条第 1 項第 2 号ロ目および第 3 号ロ目による統合投資税額控除の追加控除を適用する場

合、「直近 3 年間の年平均投資金額」を算定することにおいて、「「法人税法」第 37 条第 1 項による工事負担金の提供を受け、投資に支出した

金額」は、「租税特例制限法」第 127 条第 1 項第 4 号により投資金額から差し引くものである。 

 

 
  



 

 

デロイト安進会計法人 

Japanese Services Group（JSG）  
 

私どもデロイト安進会計法人は、全世界的な組織である Deloitte Touche Tohmatsu LLC（以下、「DTT」又は「デロイ

ト」）のメンバーファームとして DTT のノーハウとデータベースを共有し、他のメンバーファームとの協力体制の下で顧客のニー

ズにお応えする様々なサービスを提供しています。 

なお、弊法人は DTT の日系企業向けの専門組織である JSG（Japanese Services Group）の一員として韓国に進出

する日系企業に対して専門化したサービスを提供する、「デロイト安進会計法人 JSG」を有しています。 

デロイト安進会計法人 JSG は、日本語によるコミュニケーションだけでなく、該当分野で豊かな経験と知識を持つ人材

を中心に様々なサービスを提供しております。 

JSG のサービス内容については、ウェブサイト（韓国での日系企業向けサービス）をご参照ください。 

当ニュースレターについて、ご質問事項などがございます場合は次の担当者までご連絡ください。 

 

担当者 ： 竹田由紀子（Takeda, Yukiko）/ TEL 02-6676-1038 /  ytakeda@deloitte.com 

徐正旭（Seo, Jung Wook）/ TEL 02-6676-1871/  juseo@deloitte.com 

 

ニュースレターに掲載されている内容及び意見は、一般的な情報提供のみを目的とし、安進会計法人の公式的な意見を述べるものではありませ

ん。 
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